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主な内容

11月定例会より
議会インターネット中継を始めます

　９月定例会は、９月４日から10月３日までの30日間の会期
で開催しました。平成23年度の一般会計歳入歳出決算や平成
24年度一般会計補正予算など26議案が上程され、いずれも原
案のとおり認定・可決・同意・適当としました。
　また、平成23年度決算については、９月19日、20日、21日、
24日の４日間で決算特別委員会を開催し、審査を行いました。
　その他人事案件では、副市長及び公平委員会委員の選任、
教育委員会委員の任命は同意、人権擁護委員候補者は適当と
認めました。
　なお、一般質問は９月11日・12日の２日間で行いました。

９月定例会

平成24年
11月５日

第184号



議会インターネット中継を始めます ご自宅から議会の様子を
ご覧いただけます◀◀◀
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　藤枝市議会では、開かれた議会の一環として、平成24年11月定例会より、議会への傍聴にお越しになれない市
民の皆さんも、ご自宅のパソコン等で本会議の一般質問などの映像をご覧いただけるようインターネット議会中
継の運用を11月20日から開始します。
　生中継だけでなく録画中継も行いますので、皆さんのご都合にあわせてご覧いただけます。
　是非、ご利用ください。

○　視聴可能時間

○　議会中継をご覧いただくにあたって

◦生 中 継………定例会開会から閉会までのすべての本会議の模様をご覧いただけます。
◦録画中継………本会議終了後、通常、休日（土日、祝祭日）を除く２、３日後からご覧いただけます。

※実際の画面構成と多少異なる場合があります。

◦生中継を多数の方が同時にご覧になった場合や、ご使用になるパソコン、接続環境によっては中継をスムーズにご覧
いただけない場合があります。
◦議会中継にかかる著作権は、藤枝市議会が所有しています。
◦各ページに掲載の写真・音声及び記事等の無断使用・無断転載を禁じます。
◦この議会中継は、藤枝市議会の公式記録ではありません。公式記録は会議録（藤枝市議会ホームページ）をご覧下さい。

①  藤枝市ホームページ

②  藤枝市議会サイト

③  藤枝市議会インターネット中継サイト

④  生中継・録画映像・視聴画面

ここをクリック！

クリック！
（生中継へ）

クリック！
（録画中継へ）

ここをクリック！
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９月定例会の議案概要
９月定例会で上程された議案について、その概要は下記のとおりです。

【特別会計決算】

【企業会計決算】

議案名（略称）※いずれも平成23年度 歳入 歳出
認第２号　国民健康保険事業 134億8,956万9,612円 133億3,612万3,680円
認第３号　簡易水道事業 3,825万2,762円 3,825万2,762円
認第４号　土地取得 299万4,914円 299万4,914円
認第５号　公共下水道事業 30億4,448万2,685円 30億4,417万589円
認第６号　駐車場事業 7,990万4,469円 7,984万8,520円
認第７号　農業集落排水事業 7,798万5,697円 7,798万5,697円
認第８号　介護保険 85億2,215万1,755円 84億8,159万7,553円
認第９号　後期高齢者医療 12億60万6,333円 11億5,328万2,233円

【一般会計決算】
認第1号　平成23年度藤枝市一般会計歳入歳出決算の認定について
【決算総額】歳入：461億4,124万3,776円　歳出：439億6,016万8,090円

差 引 き：21億8,107万5,686円　（うち翌年度に繰り越すべき財源		126万6,266円）
実質収支額：21億7,980万9,420円　

以上決算認定議案11件は、決算特別委員会に付託され審査を行いました。
決算特別委員会での審査状況は４ページ、５ページに掲載していますので、ご覧ください。

認第10号　平成23年度藤枝市病院事業会計決算 認第11号　平成23年度藤枝市水道事業会計決算
収益総額：131億9,035万4,387円（前年度対比1.4%増加）
費用総額：136億6,391万6,189円（前年度対比1.6%増加）
当年度純損失：4億7,356万1,802円

収益総額：21億6,891万7,959円（前年度対比1.5%減少）
費用総額：20億1,523万9,027円（前年度対比2.7%増加）
当年度純利益：1億5,367万8,932円

【補正予算・条例制定・条例改正・その他】
第76号議案　平成24年度藤枝市一般会計補正予算（第2号）
歳入歳出予算にそれぞれ4億4,700万円を追加し、予算の総額を436億6,300万円とするほか、関連する地方債につ
いて所要の補正を行うもの。
第77号議案　平成24年度藤枝市介護保険特別会計補正予算（第1号）
歳入歳出予算にそれぞれ4,000万円を追加し、予算の総額を96億4,000万円とするもの。
・主な内容：平成23年度給付費等の確定に伴う国・県等への返還金等について所要の補正を行う。
第78号議案　藤枝市暴力団排除条例
社会全体で取り組むべき暴力団対策については、その排除について取組姿勢を明確にするとともに、更なる強固
な排除体制を確立するため、市、市民等の役割等、必要な事項を定めるもの。
第79号議案　藤枝市民会館条例の一部を改正する条例
市民会館リニューアル及び増築に伴い、設置目的を明確化するとともに利用料金等の改正を行うもの。
第80号議案　藤枝市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例
歯科口腔外科の再開に伴い、診療科目に追加するとともに、消化器科などの診療科目の名称の改正を行うもの。
第81号議案　静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更について
住民基本台帳法の一部改正に伴い、広域連合の経費に係る関係市町の負担金算定方法を改めるため、規約の変更
をするもの。
第82号議案　市道路線の廃止について
既設市道の管理区域の変更に伴い、関係する市道路線について廃止するもの。
第83号議案　市道路線の認定について
道路新設及び既設市道の管理区域の変更に伴い、関係する路線を市道として認定するもの。

以上、補正予算等８件については、各常任委員会に付託され、審査が行われました。
各常任委員会の審査状況は、6ページに掲載していますので、ご覧ください。
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歳
入

問	

市
税
の
収
入
状
況
に
つ

い
て
、
23
年
度
の
評
価
を
伺

う
。

答	

債
権
回
収
対
策
室
が
２

年
を
経
過
し
、
納
税
課
・
債

権
回
収
対
策
室
以
外
の
職
員

の
間
で
も
差
し
押
さ
え
等
の

滞
納
整
理
の
手
法
を
用
い
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
っ

た
こ
と
や
、
収
入
へ
の
意
識

改
革
が
進
ん
で
き
た
と
い
う

点
を
評
価
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
土
地
の
公
売
や
、

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
公
売
を
進

め
て
い
く
な
ど
、
滞
納
整
理

手
法
の
範
囲
も
広
が
り
、
効

果
が
出
て
い
る
。

問	

児
童
福
祉
費
負
担
金
に

つ
い
て
、
保
育
料
の
収
入
未

済
を
ど
の
よ
う
に
考
え
る
か

伺
う
。

答	

現
年
収
納
率
は
、
前
年

度
比
０
・
45
ポ
イ
ン
ト
増
の

99
・
65
％
で
あ
り
、
４
月
か

ら
６
月
に
か
け
て
の
電
話
催

告
や
子
ど
も
手
当
等
の
支
給

の
際
に
、
窓
口
で
行
う
納
付

相
談
と
い
っ
た
早
期
の
未
納

対
策
が
功
を
奏
し
て
き
た
結

果
と
考
え
て
い
る
。

歳
出

問	

団
体
補
助
金
の
見
直
し

の
効
果
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

見
直
し
を
し
た
補
助
金

交
付
要
綱
や
補
助
金
交
付
に

よ
る
収
支
予
算
書
、
決
算
書

等
の
中
で
、
補
助
金
を
投
入

す
る
目
的
や
経
費
が
よ
り
明

確
と
な
り
、
市
民
に
わ
か
り

や
す
く
な
っ
た
こ
と
が
挙
げ

ら
れ
る
。
ま
た
、
行
政
側
で

は
、
補
助
対
象
の
経
費
が
明

確
化
さ
れ
た
こ
と
で
、
補
助

金
支
出
の
適
否
を
判
断
し
や

す
く
な
り
、
団
体
側
に
お
い

て
も
、
公
費
が
投
入
さ
れ
る

経
費
が
明
確
に
な
っ
た
こ
と

で
、
実
施
事
業
の
有
効
性
に

対
す
る
意
識
が
高
ま
っ
た
こ

と
、
ま
た
、
事
業
内
容
の
精

査
や
新
た
な
事
業
へ
の
転
換

な
ど
、
事
業
の
見
直
し
に
繋

が
っ
て
い
る
。

問	

緊
急
雇
用
創
出
事
業
臨

時
特
例
対
策
事
業
費
に
つ
い

て
、
事
業
内
容
と
そ
の
効
果

を
伺
う
。

答	

建
物
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
事
業
は
、
委
託
業
者

が
19
名
の
雇
用
を
し
、
市
の

建
物
に
つ
い
て
全
体
で
415
施

設
、
１
２
１
３
棟
す
べ
て
の

デ
ー
タ
化
を
行
っ
た
。
土
地

等
ア
セ
ッ
ト
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

事
業
は
、
市
で
２
名
を
雇
用

し
、
現
地
調
査
の
写
真
や
デ

ー
タ
を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
取

り
入
れ
る
作
業
を
公
有
財
産

適
正
管
理
事
業
と
連
動
し
て

行
い
、
懸
案
で
あ
っ
た
デ
ー

タ
ベ
ー
ス
の
補
完
作
業
が
進

ん
だ
。
ま
た
、
実
際
に
現
場

を
確
認
す
る
こ
と
で
危
険
箇

所
や
破
損
箇
所
な
ど
の
発
見

が
で
き
、
危
険

防
止
に
も
効
果

が
あ
っ
た
。

問	

危
機
情
報

伝
達
事
業
費
に

つ
い
て
、
事
業

内
容
と
効
果
を

伺
う
。

答	

孤
立
予
想
地
区
の
通
信

手
段
確
保
の
た
め
、
市
内
12

箇
所
に
衛
星
携
帯
電
話
を
配

備
し
た
。
ま
た
、
災
害
情
報

や
同
報
無
線
の
情
報
等
を
配

信
す
る
キ
ッ
ク
オ
フ
メ
ー
ル

は
、
４
５
０
０
件
の
登
録
が

さ
れ
て
お
り
、
テ
レ
ホ
ン
サ

ー
ビ
ス
と
同
様
に
同
報
無
線

の
聞
こ
え
な
い
地
域
の
補
完

も
可
能
と
な
っ
て
い
る
。
職

員
初
動
配
備
シ
ス
テ
ム
は
、

参
集
前
に
安
否
確
認
が
で
き

る
と
い
う
点
が
一
番
の
効
果

で
あ
り
、
迅
速
な
災
害
対
応

に
も
結
び
つ
く
と
考
え
て
い

る
。

問	

広
域
連
携
事
業
費
に
つ

い
て
、
浜
岡
原
発
に
対
し
て

の
情
勢
連
絡
会
が
設
置
さ
れ

た
が
、
そ
の
内
容
に
つ
い
て

伺
う
。

答	

情
勢
連
絡
会
は
23
年
10

月
31
日
に
発
足
し
、
メ
ン
バ

ー
は
、
浜
岡
原
発
の
10
キ
ロ

か
ら
30
キ
ロ
圏
内
の
５
市
２

町
の
防
災
担
当
と
広
域
・
企

画
の
担
当
で
あ
り
、
基
本
的

に
は
浜
岡
原
発
の
防
災
対
策

等
の
説
明
を
受
け
、
質
問
や

意
見
交
換
を
行
う
会
で
あ
る
。

ま
た
、
万
が
一
事
故
等
が
起

こ
っ
た
場
合
に
は
速
や
か
に

市
町
へ
通
報
す
る
よ
う
な
ル

ー
ル
づ
く
り
も
行
っ
た
。

問	

特
定
不
妊
治
療
助
成
費

に
つ
い
て
、
助
成
状
況
を
伺

う
。

答	

21
年
度
か
ら
始
め
た
事

業
で
あ
る
が
、
周
知
も
徹
底

さ
れ
、
問
い
合
わ
せ
件
数
、

助
成
件
数
と
も
に
増
加
し
て

い
る
。
そ
の
結
果
、
23
年
度

の
助
成
実
人
数
83
人
の
う
ち

25
人
が
妊
娠
成
立
し
て
い
る
。

晩
婚
化
や
妊
娠
を
望
む
年
齢

が
高
く
な
っ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
治
療
を
必
要
と
す
る
人

の
増
加
が
考
え
ら
れ
、
今
後

も
拡
大
し
て
い
く
事
業
だ
と

考
え
る
。

問	

家
庭
系
生
ご
み
回
収
資

源
化
事
業
費
に
つ
い
て
、
ど

の
よ
う
に
総
括
し
て
い
る
か

伺
う
。

答	

家
庭
系
生
ご
み
の
分
別

回
収
は
駿
河
台
地
区
、
藤
岡

地
区
、
白
藤
団
地
で
約
１
２

０
０
世
帯
を
対
象
に
実
施
し

た
。
ご
み
置
き
場
を
巡
回
し

た
と
こ
ろ
、
概
ね
適
正
に
分

別
さ
れ
て
お
り
、
95
％
以
上

の
方
が
協
力
し
て
く
れ
て
い

る
と
理
解
し
て
い
る
。
効
果

と
し
て
は
、
ね
こ
、
カ
ラ
ス

な
ど
の
被
害
が
な
く
な
り
、

ご
み
置
き
場
が
清
潔
に
保
た

れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
ま
た
、

課
題
と
し
て
は
、
夏
場
の
臭

気
問
題
が
あ
る
。

問	

エ
コ
ノ
ミ
ッ
ク
ガ
ー
デ

ニ
ン
グ
推
進
事
業
費
に
つ
い

て
、
主
な
取
り
組
み
を
伺
う
。

答	

23
年
度
は
準
備
会
の
立

ち
上
げ
を
行
っ
た
。
そ
こ
に

関
わ
る
対
象
者
の
中
で
経
営

者
の
方
々
、
商
工
会
議
所
、

商
工
会
の
会
員
、
中
小
企
業

家
同
友
会
等
の
方
々
に
集
ま

っ
て
い
た
だ
き
、
第
一
人
者

で
あ
る
拓
殖
大
学
山
本
教
授

の
講
義
や
意
見
交
換
に
よ
り
、

認
識
を
広
げ
て
い
く
と
い
う

取
り
組
み
を
実
施
し
た
。

決
算
特
別
委
員
会

９
月
定
例
会
で
は
、
９
月
19
日
、
20
日
、
21
日
、
24
日
の
４
日
間
で
決
算
特
別
委
員
会
を
開
催

し
、
平
成
23
年
度
一
般
会
計
・
特
別
会
計
・
企
業
会
計
決
算
を
一
括
し
て
審
査
し
ま
し
た
。
こ

こ
で
は
、
主
な
質
疑
の
内
容
を
掲
載
し
ま
す
。

23
年
度
一
般
会
計
決
算

キックオフメール
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問	
中
心
市
街
地
活
性
化
推

進
事
業
費
に
つ
い
て
、
駅
前

の
市
街
地
再
開
発
事
業
の
進

捗
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

駅
前
に
お
け
る
市
街
地

再
開
発
事
業
に
つ
い
て
は
、

都
市
計
画
決
定
に
向
け
、
権

利
者
の
合
意
形
成
等
を
図
っ

た
。
未
合
意
の
権
利
者
に
つ

い
て
引
き
続
き
合
意
に
向
け

た
働
き
か
け
を
行
い
、
合
意

が
見
込
め
れ
ば
改
め
て
事
業

に
向
け
た
支
援
を
し
て
い
く
。

問	

予
防
査
察
に
つ
い
て
、

市
内
の
雑
居
ビ
ル
の
状
況
と

実
施
基
準
を
伺
う
。

答	

雑
居
ビ
ル
は
わ
ず
か
に

増
え
て
い
る
傾
向
で
あ
る
。

立
ち
入
り
検
査
の
対
象
と
な

る
事
業
所
は
延
べ
面
積
が
150

㎡
以
上
の
も
の
で
あ
り
、
対

象
事
業
所
数
は
３
６
６
４
件

で
あ
る
。
立
ち
入
り
検
査
は
、

計
画
を
作
成
し
て
定
期
的
に

実
施
し
て
い
る
が
、
特
に
雑

居
ビ
ル
等
、
不
特
定
多
数
の

人
が
入
い
る
施
設
や
重
要
な

施
設
に
つ
い
て
は
、
な
る
べ

く
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
を
短
く

し
て
実
施
し
て
い
る
。

問	

小
中
学
校
接
続
英
語
教

育
プ
ラ
ン
事
業
費
に
つ
い
て
、

こ
の
事
業
費
で
採
用
し
て
い

る
Ａ
Ｌ
Ｔ
で
当
初
の
目
標
ど

お
り
の
授
業
時
間
を
確
保
で

き
た
の
か
伺
う
。

答	

小
中
学
校
接
続
英
語
教

育
プ
ラ
ン
事
業
費
の
中
で
採

用
し
て
い
る
Ａ
Ｌ
Ｔ
は
延
べ

８
名
で
、
Ｊ
Ｅ
Ｔ
プ
ラ
ン
で

４
名
、
県
補
助
金
の
緊
急
雇

用
創
出
事
業
の
財
源
に
よ
り

４
名
採
用
す
る
こ
と
で
、
当

初
の
目
標
ど
お
り
の
時
間
数

を
各
学
校
に
割
り
当
て
る
こ

と
が
で
き
た
。

問	

文
学
館
費
に
つ
い
て
、

指
定
管
理
者
か
ら
直
営
に
し

た
成
果
を
伺
う
。

答	

文
学
館
と
同
時
に
博
物

館
も
直
営
と

な
り
、
統
一

し
た
運
営
方

針
、
目
的
に

基
づ
き
事
業

を
行
っ
た
。

郷
土
博
物

館
、
文
学
館

等
を
藤
枝
市

の
歴
史
、
文

化
の
情
報
収

集
、
発
信
の

基
地
に
す
る

た
め
、
人
材

や
歴
史
資
源

の
発
掘
に
努

め
、
展
示
会

に
結
び
つ
け

た
り
、
子
ど
も
達
の
学
び
の

場
に
な
る
よ
う
、
見
る
だ
け

で
な
く
遊
ん
で
楽
し
む
、
実

物
・
本
物
に
触
れ
る
と
い
う

こ
と
で
、
体
験
型
の
イ
ベ
ン

ト
等
を
開
催
し
た
。

　

ま
た
、
市
民
団
体
と
も
協

力
し
て
事
業
を
進
め
る
な
ど
、

市
民
を
巻
き
込
ん
だ
文
化
活

動
の
活
性
化
に
も
取
り
組
ん

だ
。
そ
の
結
果
、
前
年
度
に

比
べ
、
入
館
者
数
は
約
1.4
倍
、

特
に
子
ど
も
の
入
館
者
数
は

約
2.3
倍
に
増
加
す
る
な
ど
、

成
果
は
十
分
あ
っ
た
。

な
困
窮
が
原
因
で
あ
る
と
考

え
る
が
、
介
護
保
険
制
度
は

国
民
皆
で
支
え
合
う
と
い
う

趣
旨
で
あ
り
、
収
納
率
を
高

め
る
よ
う
に
、
引
き
続
き
、

努
力
し
て
い
く
。

問	

介
護
保
険
料
の
普
通
徴

収
の
収
納
率
が
、
現
年
分
は

87
・
36
％
で
あ
る
が
、
こ
の

収
納
率
に
つ
い
て
、
ど
う
考

え
て
い
る
か
伺
う
。

答	

普
通
徴
収
の
収
納
率
は
、

22
年
度
か
ら
１
・
06
ポ
イ
ン

ト
下
が
っ
て
い
る
。
経
済
的

問	

病
院
事
業
収
益
が
、
予

算
額
に
対
し
て
減
額
と
な
っ

て
い
る
が
、
減
額
と
な
っ
た

要
因
を
伺
う
。

答	

年
度
途
中
で
の
医
師
の

異
動
や
転
出
に
よ
り
、
一
部

の
診
療
科
で
収
入
が
落
ち
込

ん
だ
こ
と
が
要
因
で
あ
る
。

問	

23
年
度
か
ら
水
道
料
金

の
コ
ン
ビ
ニ
収
納
を
導
入
し

て
い
る
が
、
そ
の
効
果
を
伺

う
。

答	

金
融
機
関
の
営
業
時
間

外
に
コ
ン
ビ
ニ
で
納
付
す
る

人
が
増
え
て
き
て
い
る
の
で
、

こ
れ
ま
で
金
融
機
関
の
窓
口

で
は
支
払
い
が
容
易
に
で
き

な
か
っ
た
と
い
う
市
民
の
要

望
に
応
え
ら
れ
た
も
の
と
理

解
し
て
い
る
。

問	

23
年
度
の
有
収
率
と
不

明
水
の
対
策
の
内
容
に
つ
い

て
伺
う
。

答	

23
年
度
の
有
収
率
は

87
・
２
％
と
な
っ
て
い
る
。

22
年
度
の
調
査
に
よ
っ
て
、

藤
岡
３
丁
目
地
内
の
不
明
水

が
顕
著
で
あ
る
こ
と
が
判
明

し
た
た
め
、
23
年
度
か
ら
テ

レ
ビ
カ
メ
ラ
や
目
視
に
よ
る

管
路
内
の
調
査
を
行
っ
た
。

24
年
度
中
に
調
査
を
終
え
、

地
区
全
体
の
対
策
方
法
を
取

り
ま
と
め
た
上
、
25
年
度
に

策
定
を
予
定
し
て
い
る
長
寿

命
化
計
画
に
取
り
込
ん
で
い

く
。

　

な
お
、
各
家
庭
か
ら
の
排

水
管
が
原
因
と
判
明
し
て
い

る
も
の
に
つ
い
て
は
随
時
改

善
を
お
願
い
し
て
い
く
。

問	

一
般
被
保
険
者
高
額
療

養
費
に
つ
い
て
、
補
正
で
３

７
０
０
万
円
を
増
額
し
て
い

る
が
、
不
用
額
は
補
正
予
算

額
以
上
に
な
っ
て
い
る
。
ど

の
よ
う
な
見
込
み
で
補
正
予

算
額
を
計
上
し
た
の
か
伺
う
。

答	

最
近
の
医
療
費
は
、
年

度
当
初
に
大
幅
に
伸
び
、
年

度
末
に
下
が
る
動
向
が
見
ら

れ
る
。
そ
の
た
め
、
当
初
の

見
込
み
よ
り
医
療
費
の
伸
び

が
見
ら
れ
た
場
合
に
は
、
伸

び
に
対
応
で
き
る
分
の
補
正

予
算
を
組
む
が
、
年
度
末
に

な
っ
て
医
療
費
の
伸
び
が
減

り
、
結
果
的
に
補
正
予
算
を

組
ん
だ
割
に
は
、
不
用
額
が

生
じ
る
と
い
う
現
象
が
起
き

て
い
る
。
一
般
被
保
険
者
高

額
療
養
費
に
つ
い
て
も
、
同

様
の
現
象
が
起
き
て
い
る
が
、

保
険
給
付
が
で
き
な
く
な
る

と
い
う
こ
と
は
避
け
な
け
れ

ば
な
ら
ず
、
や
む
を
得
な
か

っ
た
も
の
と
考
え
る
。

23
年
度
国
民
健
康
保
険
事
業

特
別
会
計
決
算

23
年
度
介
護
保
険

特
別
会
計
決
算

23
年
度
藤
枝
市
病
院
事
業

会
計
決
算

23
年
度
藤
枝
市
水
道
事
業

会
計
決
算

23
年
度
公
共
下
水
道
事
業

特
別
会
計
決
算

決算特別委員会の様子
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各常任委員会で行われた平成24年度補正予算や条例制定などの
審査の中から主な質疑の内容をお知らせします。常任委員会の審査

﹁
平
成
24
年
度
藤
枝
市
一
般
会
計
補
正
予
算
︵
第
２
号
︶﹂

問	
交
通
安
全
推
進
費
に
つ
い
て
、
交
通
安
全
日
本
一
に

ど
う
寄
与
す
る
と
考
え
て
い
る
か
伺
う
。

答	

夕
方
や
夜
間
、
明
け
方
の
高
齢
歩
行
者
の
事
故
を
防

止
す
る
た
め
、
自
発
光
式
反
射
材
の
普
及
促
進
を
図
る
こ

と
で
、
交
通
安
全
に
対
す
る
強
い
意
識
付
け
に
つ
な
が
る

よ
う
、
積
極
的
に
Ｐ
Ｒ
し
て
い
く
。

﹁
藤
枝
市
暴
力
団
排
除
条
例
﹂

問	

警
察
と
の
連
携
や
市
民
へ
の
支
援
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

条
例
の
目
的
や
趣
旨
を
市
民
や
事
業
者
等
に
広
く
周

知
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
り
、
条
例
制
定
後
に
は
警
察
署

と
合
意
書
を
締
結
す
る
と
と
も
に
、
暴
力
団
追
放
運
動
推

進
セ
ン
タ
ー
と
も
連
携
し
て
、
説
明
会
や
研
修
会
を
繰
り

返
し
実
施
す
る
な
ど
、
警
察
署
や
関
係
団
体
と
緊
密
に
連

携
し
、
情
報
提
供
を
行
う
な
ど
広
く
市
民
や
事
業
者
を
支

援
し
て
い
く
。

﹁
藤
枝
市
民
会
館
条
例
の
一
部
を
改
正
す
る
条
例
﹂

問	

営
利
を
全
く
目
的
と
し
て
い
な
い
市
民
の
文
化
活
動

に
対
す
る
支
援
策
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

事
業
費
補
助
金
や
交
付
金
な

ど
の
金
銭
的
な
支
援
や
、
会
場
使

用
に
対
す
る
優
遇
措
置
や
使
用
料

の
減
免
な
ど
が
考
え
ら
れ
る
が
、

条
例
や
規
則
等
の
中
で
柔
軟
な
対

応
を
し
て
い
き
た
い
。

総
務
消
防
委
員
会

｢

平
成
24
年
度 

藤
枝
市
一
般
会
計
補
正
予
算
︵
第
２
号
︶﹂

問	

知
的
障
害
者
入
所
施
設
整
備
事
業
費
補
助
金
は
、
社

会
福
祉
法
人
天
竜
厚
生
会
が
入
所
施
設
を
移
転
改
築
す
る

こ
と
に
対
す
る
補
助
金
と
い
う
こ
と
で
あ
る
が
、
今
後
、

こ
の
補
助
金
が
増
額
に
な
る
こ
と
は
あ
る
か
伺
う
。

答	

今
回
の
補
助
金
は
、
施
設
の
整
備
に
関
す
る
補
助
金

で
あ
り
、
一
千
万
円
を
上
限
と
し
て
い
る
た
め
、
増
額
に

な
る
こ
と
は
な
い
。
し
か
し
、
こ
の
施
設
が
本
市
に
と
っ

て
、
将
来
的
に
地
域
福
祉
を
底
上
げ
し
て
い
く
た
め
に
欠

か
せ
な
い
施
設
で
あ
り
、
ま
た
、
今
後
、
相
談
支
援
事
業

等
に
つ
い
て
連
携
を
図
っ
て
い
く
こ
と
か
ら
、
運
営
費
補

助
と
い
う
形
の
中
で
、
利
子
補
給
が
で
き
る
か
を
、
現
在

検
討
し
て
い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

問	

こ
の
入
所
施
設
の
入
所
対
象
者
に
つ
い
て
伺
う
。

答	

入
所
対
象
者
は
、
入
所
を
希
望
し
て
い
る
在
宅
の
人

が
中
心
と
な
り
、
既
に
市
外
の
施
設
に
入
所
し
て
い
る
人

は
、
対
象
外
で
あ
る
。
ま
た
、
志
太
榛
原
圏
域
全
体
が
対

象
に
な
る
た
め
、
藤
枝
市
の
ほ
か
に
、
焼
津
市
、
島
田
市

等
の
待
機
者
も
対
象
に
含
ま
れ
る
。

問	

保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
事
業
費
に
つ
い
て
、
ど
の
よ

う
な
効
果
を
期
待
し
て
い
る
か
伺
う
。

答	

保
育
コ
ン
シ
ェ
ル
ジ
ュ
と
い
う
保
育
案
内
人
を
窓
口

に
置
く
こ
と
に
よ
り
、
保
育
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
や
幼
稚
園

の
情
報
な
ど
の
多
様
な
情
報
を
、
個
々
の
ニ
ー
ズ
に
合
わ

せ
て
提
供
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
な
る
。
入
所
の
適

切
な
案
内
、
ひ
い
て
は
子
育
て
支
援
に
つ
な
が
る
も
の
と

考
え
て
い
る
。

健
康
福
祉
委
員
会

｢

平
成
24
年
度 

藤
枝
市
一
般
会
計
補
正
予
算
︵
第
２
号
︶﹂

問	

農
業
体
質
強
化
基
盤
整
備
促
進
事
業
費
補
助
金
に
つ

い
て
補
助
率
が
10
分
の
５
・
５
と
２
分
の
１
が
あ
る
が
補

助
率
の
違
い
の
根
拠
は
何
か
伺
う
。

答	

こ
の
補
助
金
の
補
助
率
は
通
常
２
分
の
１
だ
が
、
特

定
農
山
村
地
域
、
藤
枝
で
は
瀬
戸
谷
地
区
、
岡
部
地
区
に

つ
い
て
は
10
分
の
５
・
５
に
な
る
。
こ
れ
は
地
理
的
条
件

が
悪
く
、
農
業
の
生
産
条
件
が
不
利
と
認
め
ら
れ
た
地
域

に
つ
い
て
該
当
す
る
補
助
率
で
あ
る
。

問	

竹
林
対
策
事
業
費
に
つ
い
て
、
当
初
予
算
の
事
業
面

積
１
・
５
ヘ
ク
タ
ー
ル
に
対
し
て
７
・
５
ヘ
ク
タ
ー
ル
と
大

幅
に
増
え
て
い
る
が
理
由
は
何
か
伺
う
。

答	

放
置
竹
林
対
策
事
業
は
地
主
の
承
諾
が
必
要
に
な
る
。

５
年
間
の
管
理
を
含
め
た
地
主
の
同
意
を
得
る
に
は
非
常

に
時
間
を
要
す
こ
と
も
あ
り
、当
初
予
算
の
時
点
で
は
１
・

５
ヘ
ク
タ
ー
ル
分
の
同
意
に
留
ま
っ
て
い
た
が
、
今
回
、

６
ヘ
ク
タ
ー
ル
分
の
同
意
を
得
る
こ
と
が
で
き
た
た
め
で

あ
る
。

問	

住
宅
・
建
築
物
耐
震
改
修
事
業
費
に
つ
い
て
、
耐
震

診
断
の
件
数
を
拡
大
す
る
と
の
こ
と
だ
が
、
耐
震
診
断
後

の
補
強
工
事
の
助
成
額
を
引
き
上
げ
る
計
画
は
な
い
か
伺

う
。

答	

耐
震
診
断
後
は
補
強
よ
り
も
建
て
替
え
を
す
る
方
の

ほ
う
が
多
い
傾
向
に
あ
る
の
で
、
建
て
替
え
に
対
す
る
助

成
を
検
討
し
て
い
く
。
ま
た
、
耐
震
補
強
を
し
た
い
が
資

金
が
な
い
と
い
う
方
の
た
め
に
耐
震
シ
ェ
ル
タ
ー
の
購
入

に
対
す
る
補
助
を
始
め
る
な
ど
様
々
な
形
で
補
助
制
度
を

充
実
さ
せ
た
い
と
考
え
る
。

文
教
建
設
経
済
委
員
会

平成25年10月リニューアルオープン予定（イメージ図）
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市
民
と
直
に
関
わ
り
を
持

つ
職
員
の
専
門
性
に
つ
い
て

も
、
２
，
３
年
で
人
事
が
交

代
す
る
よ
う
な
方
法
で
は
専

門
性
が
育
た
な
い
。

　

中
小
企
業
の
仕
事
起
こ
し

に
つ
な
が
る
住
宅
リ
フ
ォ
ー

ム
制
度
に
つ
い
て
検
討
し
て

い
な
い
。

　

生
活
保
護
制
度
に
つ
い
て
、

扶
養
義
務
の
説
明
に
つ
い
て

は
改
善
を
検
討
す
る
と
し
た

も
の
の
、
国
と
自
治
体
の
責

務
で
あ
る
と
い
う
姿
勢
が
い

ま
だ
に
見
え
て
こ
な
い
。
説

明
を
行
う
前
に
、
法
の
原
点

に
あ
る
と
お
り
ま
ず
申
請
か

ら
開
始
す
べ
き
で
あ
る
。
以

上
の
理
由
か
ら
反
対
す
る
。

賛
成	

歳
入
に
つ
い
て
、
東

日
本
大
震
災
な
ど
の
影
響
を

受
け
た
が
、
市
税
全
体
で
は

前
年
度
に
比
べ
0.6
％
の
増
収

一
体
改
革
」
の
中
で
、
社
会

保
障
改
革
国
民
会
議
に
お
い

て
議
論
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ

て
い
る
が
、
制
度
と
し
て
確

立
し
て
い
る
こ
と
、
収
納
率

も
99
・
06
％
と
安
定
し
て
い

る
こ
と
で
も
評
価
で
き
る
。

　

反
面
、
不
納
欠
損
が
45
万

３
千
円
発
生
し
た
こ
と
も
踏

ま
え
、
今
後
の
低
所
得
者
へ

の
十
分
な
配
慮
を
求
め
て
賛

成
す
る
。

と
な
っ
て
い
る
。
一
般
財
源

の
確
保
に
つ
い
て
は
、
依
然

と
し
て
厳
し
い
状
況
に
あ
る

と
判
断
す
る
が
、
経
済
状
況

が
大
変
厳
し
い
状
況
下
で
山

積
み
す
る
行
政
需
要
に
対
応

す
る
た
め
に
公
平
・
公
正
・

適
正
な
徴
収
対
策
に
取
り
組

ま
れ
、
市
税
全
体
の
収
納
率

は
93
・
３
％
と
前
年
度
と
比

較
し
て
増
加
し
て
お
り
、
努

力
が
伺
え
る
。

　

ま
た
、
特
定
財
源
の
活
用

や
財
政
支
援
措
置
の
あ
る
起

債
事
業
の
取
り
組
み
な
ど
、

収
入
確
保
に
努
め
ら
れ
て
い

る
。

　

歳
出
に
つ
い
て
は
、
第
５

次
藤
枝
市
総
合
計
画
の
初
年

度
で
あ
り
、
４
つ
の
Ｋ
の
推

進
、
周
辺
市
町
と
の
広
域
連

携
、
富
士
山
静
岡
空
港
を
活

用
し
た
交
流
人
口
の
拡
大
を

施
策
の
柱
と
し
、
総
合
計
画

の
目
標
達
成
に
向
け
た
成
果

を
生
み
出
す
努
力
が
伺
え
る
。

さ
ら
に
、
財
政
の
健
全
化
対

策
と
し
て
、
公
的
資
金
な
ど

の
繰
上
償
還
や
借
入
金
利
の

見
直
し
に
積
極
的
に
取
り
組

ま
れ
た
結
果
、
財
政
健
全
化

指
標
の
数
値
は
さ
ら
に
改
善

さ
れ
て
お
り
、
ま
た
、
財
政

の
状
況
に
つ
い
て
、
工
夫
を

こ
ら
し
て
、
市
民
が
わ
か
り

や
す
い
広
報
に
努
め
ら
れ
て

い
る
こ
と
と
あ
わ
せ
、
大
変

評
価
す
る
も
の
で
あ
る
。

　

地
方
財
政
を
取
り
巻
く
環

境
は
、
引
き
続
き
厳
し
い
状

況
が
予
想
さ
れ
る
が
、
持
続

可
能
な
健
全
な
行
財
政
運
営

に
配
慮
さ
れ
、
市
民
福
祉
の

向
上
と
市
勢
発
展
の
た
め
、

な
お
一
層
の
努
力
を
要
望
し
、

賛
成
す
る
。

23
年
度
一
般
会
計
決
算

反
対	

財
政
が
好
転
し
つ
つ

あ
る
と
は
い
え
、
市
債
残
高

は
依
然
と
し
て
巨
額
で
あ
り
、

そ
の
解
決
は
急
務
で
あ
る
。

市
民
が
納
め
て
い
る
個
人
市

民
税
の
３
分
の
１
が
そ
の
利

息
で
消
え
る
。
こ
う
し
た
現

実
を
も
っ
と
市
民
に
知
ら
せ

る
べ
き
で
あ
る
。

　

次
に
、
納
税
は
市
民
の
義

務
で
あ
る
が
、
納
税
の
意
思

が
あ
る
債
務
者
に
対
し
て
、

面
会
し
て
状
況
調
査
す
る
こ

と
な
く
差
押
さ
え
や
地
方
税

滞
納
整
理
機
構
へ
送
る
徴
収

方
法
は
、
納
税
者
の
権
利
を

踏
み
に
じ
る
も
の
で
あ
る
。

　

ま
た
、
子
育
て
に
関
し
て

は
、
保
育
園
の
民
営
化
が
進

ん
で
い
る
が
、
待
機
児
童
の

解
消
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

反
対	

病
気
に
な
り
が
ち
に

な
り
、
複
数
の
医
者
に
か
か

る
よ
う
に
な
っ
て
い
る
75
歳

以
上
の
高
齢
者
だ
け
を
他
の

保
険
か
ら
脱
退
さ
せ
て
、
一

つ
の
保
険
に
囲
い
込
む
制
度

は
絶
対
に
成
り
立
ち
よ
う
が

な
い
。

　

ま
た
、
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
へ
の
国
保
会
計
や
介
護

保
険
、
健
保
か
ら
の
支
援
金

も
上
が
り
、
こ
れ
が
大
き
く

国
保
や
介
護
保
険
や
健
保
の

運
営
を
危
機
的
な
状
況
に
追

い
込
ん
で
い
る
。

　

こ
の
制
度
は
、
事
実
上
す

で
に
破
綻
し
て
い
る
こ
と
は

明
ら
か
で
、
人
が
歳
を
と
っ

た
時
、
せ
め
て
安
心
し
て
医

療
が
受
け
ら
れ
る
よ
う
に
と

の
願
い
を
踏
み
に
じ
る
も
の

と
し
て
、
制
度
そ
の
も
の
に

一
貫
し
て
反
対
す
る
。

賛
成	

医
療
給
付
の
安
定
と

後
期
高
齢
者
医
療
の
充
実
を

図
る
た
め
４
年
前
に
で
き
た

制
度
に
そ
っ
た
会
計
で
、
現

在
は
、「
社
会
保
障
と
税
の

23
年
度
後
期
高
齢
者

医
療
特
別
会
計
決
算

　

９
月
定
例
会
で
は
、
賛
否
の
分

か
れ
た
議
案
す
べ
て
に
つ
い
て
、

反
対
・
賛
成
の
討
論
が
行
わ
れ
ま

し
た
。

　

こ
こ
で
は
、
そ
の
一
部
を
掲
載

し
ま
す
。

賛成 反対

本
会
議
の

討
論
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認第２号 平成23年度藤枝市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定について

認第３号 平成23年度藤枝市簡易水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について

認第４号 平成23年度藤枝市土地取得特別会計歳入歳出決算の認定について

認第５号 平成23年度藤枝市公共下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定について

認第６号 平成23年度藤枝市駐車場事業特別会計歳入歳出決算の認定について

認第７号 平成23年度藤枝市農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定について

認第８号 平成23年度藤枝市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について

認第10号 平成23年度藤枝市病院事業会計決算の認定について

認第11号 平成23年度藤枝市水道事業会計決算の認定について

第76号議案 平成24年度藤枝市一般会計補正予算（第2号）

第77号議案 平成24年度藤枝市介護保険特別会計補正予算（第1号）

第78号議案 藤枝市暴力団排除条例

第79号議案 藤枝市民会館条例の一部を改正する条例

第80号議案 藤枝市病院事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例

第81号議案 静岡県後期高齢者医療広域連合規約の変更について

第82号議案 市道路線の廃止について

第83号議案 市道路線の認定について

第84号議案 副市長の選任について

第85号議案 公平委員会委員の選任について

第86号議案 教育委員会委員の任命について

第87号議案 教育委員会委員の任命について

諮問第３号 人権擁護委員候補者の推薦について

諮問第４号 人権擁護委員候補者の推薦について

発議案第23号 地球温暖化対策に関する「地方財源を確保・充実する仕組み」の構築を求める意見書

９月定例会で審議された議案等
◆全会一致で原案認定・可決・同意・適当と認める◆

議案番号
議員名（議席順）

案件・結果

石
井
通
春

大
石
信
生

志
村
富
子

大
石
保
幸

小
林
和
彦

槇
原
正
昭

萩
原
麻
夫

薮
﨑
幸
裕

天
野
正
孝

岡
村
好
男

向
島
春
江

奥
村
祥
久

杉
山
猛
志

遠
藤　

孝

臼
井
郁
夫

植
田
裕
明

池
谷　

潔

百
瀬　

潔

水
野　

明

池
田　

博

館　

正
義

渡
辺
恭
男

認第１号
平成23年度藤枝市一般
会計歳入歳出決算の認定
について

認
定× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

認第９号
平成23年度藤枝市後期
高齢者医療特別会計歳入
歳出決算の認定について

認
定× × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ※

※議長は採決には加われません。

◆賛否の分かれた議案◆ ○賛成　×反対

　

今
定
例
会
に
お
い
て
、
議
員
提
出
に
よ

る
発
議
案
（
意
見
書
１
件
）
が
提
出
さ
れ
、

原
案
の
と
お
り
可
決
い
た
し
ま
し
た
の
で
、

そ
の
要
旨
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

◇
発
議
案
第
23
号

　「
地
球
温
暖
化
対
策
に
関
す
る
『
地
方

財
源
を
確
保
・
充
実
す
る
仕
組
み
』
の
構

築
を
求
め
る
意
見
書
」

　

二
酸
化
炭
素
吸
収
源
と
し
て
最
も
重
要

な
機
能
を
有
す
る
森
林
の
整
備
・
保
全
等

を
推
進
す
る
市
町
村
の
役
割
を
踏
ま
え
、

「
地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
の
税
」
の
一

定
割
合
を
、
森
林
面
積
に
応
じ
て
譲
与
す

る
「
地
方
財
源
を
確
保
・
充
実
す
る
仕
組

み
」
を
早
急
に
構
築
す
る
よ
う
強
く
求
め

る
。

●
副
市
長

　

桜
井　

幹み
き

夫お

さ
ん
（
茶
町
）

●
公
平
委
員
会
委
員

　

大
澤　

祥よ
し

男お

さ
ん
（
若
王
子
）

●
教
育
委
員
会
委
員

　

山
本　

満み
つ

博ひ
ろ

さ
ん
（
青
葉
町
）

　

松
浦　

正ま
さ

秋あ
き

さ
ん
（
小
石
川
町
）

●
人
権
擁
護
委
員
候
補
者

　

梅う
め

貝が
い　

孝た
か

雄お

さ
ん
（
内
瀬
戸
）

　

鈴
木　

峰み
ね

子こ

さ
ん
（
郡
）

次
の
人
事
案
件
に
つ
い
て
、
本
議
会
は
、

同
意
・
適
当
と
認
め
ま
し
た
。

人
　
事
　
案
　
件

可
決
さ
れ
た
議
員
発
議



行政について　

・平成25年度予算編成について	 ……………………10
・生活保護制度の現状と問題点………………………10
・効果的な公共交通基盤の実現と整備について……10
・住基カードとコンビ二の活用について……………11
・徳川家康公顕彰400年記念事業について	…………12
・男女共同参画推進について…………………………13
・ワークライフバランスの実現に向けて……………13
・藤枝型新公共経営の進捗状況について……………13
・政策実現のために、スペシャリストをどう育てるか	……14
・中電以外からの電気の調達に踏み切るべきではないか	……14
・農業振興対策と子育てを促進するグリーン・ツーリズムについて……14
・活力ある街づくりについて…………………………15

健康について

・健康予防と妊娠期の支援について…………………11

教育について

・市民に分かりやすい教育行政を……………………９
・いじめに対する対応について………………………10
・小・中学校児童生徒の体位の向上について………12
・本市が掲げる“教育日本一”何をもって日本一とするか……12
・学校運営に今こそ危機管理を………………………13
・いじめ問題対策と藤枝式道徳教育の推進について	………14
・学童保育について……………………………………15

危機管理について

・災害対策に関連して…………………………………11
・大地震とゲリラ豪雨に対する防災対策について	………15

※質問内容については、それぞれのページをご覧ください。

９月定例会では、13名の議員が市政全般について質問しました。
ここでは、その要旨を掲載いたします。（掲載順は質問順です。）I N D E X一 般 質 問

一
般
質
問

会派に属さない議員

議員志村　富子

9

市民に分かりやすい教育行政を
問 	2009年の本市の中学生の事件は3ヶ月も経過
しない11月にいじめと死亡したことの因果関係は
不明として処理された。大津市の中学生の自殺も市
教委はいじめと自殺との因果関係は不明と言い続け
た。しかし、遺族の真実を知りたいという強い意志、
決意から、明るみに出されている。本市にも隠

いんぺい

蔽体
質があるのではないかという考えに対しての認識は。
答	 透明性のある行政が何よりも大切であり、市政
の動きや、今進んでいる方向について、常にあらゆ
る媒体を通じて、市民にお知らせするように心がけ
ている。教育をめぐっては、全国で今、多くの課題
がある中で、教育現場と行政そして地域が、その一
つひとつを迅速かつ的確に、解決していかなければ
ならない。不幸にして本市で問題が生じた場合は、
直ちに関係機関と緊密な連携をとりながら問題解決
にあたる体制が確立しており、詳細について状況の
変化があるごとに、市長をはじめ、教育委員や本市
関係者及び議会関係者に情報が入るなど、常に関係
者間で情報を共有している。必要に応じて、随時マ

スコミ関係者にも情報提供しており、市民にも情報
を公開している。開かれた教育は、良いことも、ま
た課題となっていることも適時に市民に伝え、適確
な対応を図る姿勢から始まる。今後も適切な情報開
示に努めていく。
問 	教員の多忙化削減のため、多くの支援がある。
学校生活支援員、心の教室相談員、子どもと親の相
談員、特別支援教育巡回相談員、学校マネジメント
推進員、スクールカウンセラー、スクールアシスタ
ント、スーパーティーチャー、学校評議員、ピアサ
ポート等。その人たちの人数、活動内容・時間、賃
金・報酬などは、市民にどのくらい知られているか。
答	 PTA総会等で説明を受けた方でないとわから
ないと思う。来年度見直しをする中で、名称などを
わかりやすくしていく。
問 	指導主事や教頭の人選は客観性を欠き、閉鎖的
だと知事は述べている。一般教員に人選についての
やり方を説明しているか。　
答	 説明はしていないと思う。
問 	「子ども未来応援
会議」の会議録には氏
名の代わりに、A,Bを
使用しているが、その
理由は。　
答	 忌

き

憚
たん

なく意見を述
べていただくためである。 子ども未来応援会議



一
般
質
問

藤　新　会

議員小林　和彦
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生活保護制度の現状と問題点
問 	働くことが可能な人に対する自立に向けた支援
について伺う。
答	 自立支援プログラムに基づき、市独自で就労支
援員を採用してハローワークと連携し、求職活動の
援助を含め、他市に比べ手厚い支援をしている。
問 	生活保護制度の課題について伺う。
答	 働くことが可能な世代が生活保護を受給するこ
とに対する不公平感があることや、虚偽申請や所得
隠
いんぺい

蔽による不正受給が増加していること、また、高
齢者世帯の受給が増加していることも課題となって
いる。
問 	国の生活保護制度改
革の動向について伺う。
答	 国においては、｢生
活保護給付の適正化と就
労・自立支援の強化｣ を
指針とする ｢生活支援戦
略｣ の検討を行っており、
本年７月に中間報告がな
され、本年末までにとり
まとめることになってい
る。

自他の生命を大切にする心や自己肯定感を培う機会
を設けるように努めている。

平成25年度予算編成について
問 	予算編成に向けた基本的な考え、姿勢について。
答	 歳入の拡大は見込めないものの、危機管理を柱
とした４つのＫのさらなる推進など、国や県などの
特定財源を十分に活用しながら、メリハリのある予
算編成を行い、実質的には積極型の予算としていき
たい。その具体的な取組としては、職員自らが行う
全事業の総点検を活用した各事業の不断の見直し、
各部局長の責任のもとで予算の編成や事業を執行す
る部別包括予算制度や部長政策費、更にインセン
ティブ予算制度などを今後も継続し、更なる職員の
経営感覚のアップと定着に努める。
　また、市民への取組として、新たに概ね３カ年程
度の財政収支の見通しを作成し、公表を考えている。
問 	市税等の財源見通しについて。
答	 歳入の根幹をなす市税については、来年度はシ
ティ・プロモーションなどによる「選ばれるまち藤
枝」の効果に伴う家屋の新築やマンションへの移住
等による増額などを見込み、市税全体では、約197
億円、本年度当初予算額より約２億円の増収を見込

んでいる。予算の規模としては、平成24年度と同
額程度になるものと見込んでいる。
問 	重点方針、具体的施策について。
答	「選ばれるまちふじえだづくり」の理念の実現
を目的として、推進していきたい。重点方針として、
市民のいのちと財産を守る「安全安心プロジェク
ト」と、永住したくなるまちをつくる「定住拡大プ
ロジェクト」、交流人口の拡大を図る「来訪拡大プ
ロジェクト」、藤枝にとっての「財」を創出・向上
させる「財創出・向上プロジェクト」この４項目を
柱に据え、予算編成に取り組んでいく。現在考えて
いる主要事業、主要課題は、病院の経営改善と救急
センターの整備、クリーンセンター建設に向けた着
実な取組、街道にぎわいづくりのための岡部宿内野
本陣整備、認定こども園・
放課後児童クラブの整備、
特別支援学級の増設、市
街地再開発の推進などの
ほか、蓮華寺池普

ふ し ん

請400
年、平成26年の市制60
周年への取組、来年本市
へ移転する県児童相談所
との連携など、具体的施
策を検討している。

藤　新　会

議員館
た ち

　　正義

平成25年度藤枝市戦略方針

生活保護のしおり

   
 
 
 
 

生 活 保 護 の し お り 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 

藤 枝 市 福 祉 事 務 所 
〒426-8722 静岡県藤枝市岡出山 1-11-1 

 Tel.054-643-3111 

いじめに対する対応について
問 	いじめ発覚のきっかけの内訳と学校の生徒指導
について伺う。
答	 いじめ発覚のきっかけは、「アンケ－ト」が ｢
本人からの訴え｣ よりも多い。道徳の時間等、様々
な機会を通して ｢生命尊重・人間尊重｣ の指導をし
ている。
問 	教育委員会の人事評価制度について伺う。
答	 校長の学校経営目標に沿って教職員自身が自己
目標をたて、その目標に向かっての具体的な取り組
みを年２～３回の面談を行いながら、１年間かけて
評価していくものである。
問 	学校からいじめの報告があった場合の県教育委
員会への報告について伺う。
答	 県教育委員会へのいじめの事案の報告について
は、市教育委員会内で検討し、重大で報告が必要と
思われる事案を報告している。
問 	自殺（いじめ等）が起こらないための学校の対
策について伺う。
答	 学校生活における様々な機会にかけがえのない
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災害対策に関連して
問 	本年3月11日から、防災情報などを携帯電話に
配信する「キックオフメール」を始めたが、登録者
数は現在何人か。
答	 ８月末現在で約4,500人となっており、登録者
数は確実に増加している。
問 	防災訓練の際に、運用訓練を実施した「被災者
支援システム」の課題と「要援護者支援システム」
の活用についてはどの様な考えか。
答	 運用訓練は、システムの一部のみだったので、
今後、全てのシステムの運用がスムーズにできるか
検証する。「要援護者支援シ
ステム」を利用するには「地
理情報システム」と「地図デー
タ」が別途必要なため、活用
について調査研究を進めてい
る。

住基カードとコンビニの活用について
問 	本年度の重点事業である「住民基本台帳カード」
（住基カード）の多目的活用とは何を想定し、コン
ビニで証明書等の交付を実施するようにできないか。
答	 多目的な活用とは、コンビニで住民票の写しや
印鑑登録証明書を取得できるようにすることを想定
しているが、マイナンバー法が成立すると国がカー
ドを無償で配布し、住基カード発行システム機器が
不要になる可能性もある。コンビニでの取得を推進
したいが、国の動向を注視しながら実施に向けて検
討していきたい。

伺う。
答	 本年４月から７月までの利用状況は、乗車人員・
平均収支率とも昨年と比較して好転しているが、収
支率が継続の判断基準に達していない２路線につい
ては、今後見直しを図る必要がある。
問 	自主運行バスとデマンドタクシーの効率的な運
用に向けた一体化施策の実現について伺う。
答	 バス交通とデマンドタクシーを組み合わせた運
行について、今後十分協議を進めながら効率的で利
便性の高い組み合わせの可能性について検討してい
きたい。
問 	バス利用促進をめざした地域対策協議会の育成
状況と今後の展開について伺う。　
答	 現在、岡部地区と瀬戸谷地区に対策協議会があ
る。特に収支率の低いバス路線の自治会に対しては、
対策協議会の設立を働きかけているが、容易に組織
化ができない状況がある。
　しかし、地域公共交通の在り方は、生活者の視点
で沿線住民の方々
に考えていただく
ことが重要である。
今後も沿線住民に
よるバス対策協議
会が発足するよう
粘り強く働きかけ
を行っていく。

健康予防と妊娠期の支援について
問 	「胃がん検診」の新たな手法として「ピロリ菌
ＡＢＣリスク検査」が注目されている。血液検査で
胃がんのリスクを明らかにするものだが、導入につ
いての考えを伺う。
答	 導入に向けた課題など、医師会と具体的に協議
を重ねている。従来に比べて簡便で安価でもあり、
本格的に検討を進めていきたい。
問 	２回以上の流産・死産を繰り返す「不育症」に
ついて、その対策を伺う。
答	「不育症」についての情報提供や支援策、検査
等の助成のあり方について、研究を進めていく。

公　明　党

議員大石　保幸

効果的な公共交通基盤の実現と整備について
問 	藤枝市地域公共交通総合連携計画の策定時と現
在の展開をどう判断しているか伺う。
答	 この計画は平成２１年３月に策定し、１０年間
を期間としたバス事業の指針としている。計画に掲
げられている目標には、『バスの効率的な運行』が
あり、藤枝市のバス交通の骨格を担う“移動の軸”
となる路線を『幹線』とし、幹線以外の地域からの
中心市街地へのアクセスは、幹線への乗り換えを前
提とするバスネットワークに再編することにより、
運行効率の向上を図ることとしている。しかし、乗
り継ぎの不便さ等で利用者が減少したため、一部の
路線を藤枝駅まで延伸するなど、利用者の利便性を
上げるよう随時路線の見直しを行っている。
　今後も、市民の交通手段に対する要望や社会情勢
を見極めた見直しや変更を行う。
問 	平成25年度の事業者バスの路線退出計画につ
いて伺う。
答	 現在の段階で計画はない。
問 	現在の自主運行バスの経営状況と運行について

市民クラブ

議員池谷　　潔

キックオフメール
エントリー用ＱＲコード

自主運行バス
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徳川家康公顕彰400年記念事業について

小・中学校児童生徒の体位の向上について

問 	没後400年を迎えるにあたり、家康公の足跡を
検証し、一覧表を郷土博物館に掲示し、銅像や説明
文等の看板を設置するなど、観光振興につながるブ
ランドとして確立することはいかがか伺う。
答	 家康公と藤枝市の関わりについては、多々あり、
没後400年を契機に本市における足跡を整理・解説
したパネルを郷土博物館や田中城下屋敷に掲示する。
また、家康公ゆかりの場所への看板の設置、本市と
家康公との関わりを解説したリーフレットの作成な
どを行い、観光資源として価値を高めたい。
問 	記念事業のプレ事業としてソフト事業やハード
事業を検討することはいかがか伺う。
答	 既存事業で連携している静岡市とさらに連携を
深め関連事業やイベント等の企画を検討していく。
また、当市においても誘客に向けてハード事業を含
めた体制づくりを検討していく。
問 	家康に関係する他市が行う事業へ積極的に参加
することはいかがか伺う。
答	 当市の街道文化を発信する絶好の機会であるの

藤　新　会

議員槇原　正昭
問 	小・中学校児童生徒の体位（身長、体重、座
高）が国、県の平均を下回っているが、運動能力の
国、県との比較はどうなっているか伺う。
答	 県との比較では小学６年生は走力、跳躍力、投
力はいずれもやや下回っている。国との比較では走
力、投力は下回っているが、跳躍力は上回っている。
また、中学３年生は、県との比較では走力、投力は
下回っているが、跳躍力は上回っている。国との比
較では走力は下回っているが跳躍力、投力は上回っ
ている。その他の学年もほぼ同様である。
問 	体づくりと子どもの心身の成長に対する市の受
け止めと今後の取り組みについて伺う。
答	 本年度中に策定予
定の教育振興基本計画
に体づくりの項目を盛
り込み、関係各課が連
携しながら、子どもた
ちの心身の健全な育成
のための施策を調査研
究し、新たな施策に反
映させていく。

問 	市長は二期目においても教育を重点戦略に掲げ、
数々の事業を積極的に行っている。ただ、教育日本
一を現場が中々実感出来ていない。かつて全国で唯
一学力テストに参加しなかった犬山市では、学力は
テストの点数でなく「自ら学ぶ力を育む事」との考
えを基本に据えている。それに対する本市の認識は。
答	 主体的な学びの心を大切に取り組んでいる。
問 	「自ら学ぶ力」を育てるには教師自身も「自ら
学ぶ力」が必要で、上からの評価ではなく教師自身
の自己評価や同僚との相互評価が必要としているが、
こうした取組みを前面に押し出すべきでは。
答	 確かにその通りだと思
う。一人一回授業研究を行
う中で、評価をいただくよ
うにしている。
問 	教師を増やすことなく
小人数学級を進めたことか
ら教師不足となり教師が多
忙となっていると考えられ

るが、その対策は。
答	 学校生活支援員の配置などで対応をしている。
問 	市独自の講師を採用すべきではないか。
答	 市独自講師の採用は難しいが、学校生活支援員
の全校配置により対応をしていく。
問 	犬山では学力テストは行政が特定の教科の一部
の学力を対象に子どもと学校を評価する“行政調査”
という考えで参加しなかった。本市はどう考えるか。
答	 指導の評価や分析のために実施している。
問 	４月に実施して、結果が返ってくるのが半年後。
しかも特定の教科だけしか実施しない、担任の先生
は入試対策の役にたたないと言っていた。結果は順
位として公表されて競争をあおりたてるものになっ
ている。学力テストの行きつく先が学校選択制にな
り得る。参加しない権利は市にあることを確認した
い。
答	 そういう危険がある場合は、市は参加しない権
利はあるが、児童生徒の学力向上に役立てていきた
いと考え実施している。
問 小学生が1年間学校で過ごす時間より放課後児
童クラブで過ごす時間の方が長い。子供にとって重
要な放課後児童クラブを教育の一環として捉えるべ
きではないか。
答	 教室や学校敷地を提供できるように、学校・教
育委員会とも出来る限りの協力をしている。

で、静岡市、浜松市、県などから情報を収集し、ま
た協力しながら積極的に参加していきたい。

日本共産党

議員石井　通
みち

春
はる

本市が掲げる“教育日本一”何をもって日本一とするか
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ワークライフバランスの実現に向けて

問 	働く人が仕事と子育て、介護、自己啓発など仕
事以外の生活と自分が望むバランスがとれているか
が大切である。子育てのしやすさの観点から保育園、
放課後児童クラブの待機児童の現状を伺う。
答	 待機児童数は保育園が12名で前年比４名減、
放課後児童クラブが28名で前年比では12名減。
問 	県内労働者の所定外労働時間は全国で３番目と
長時間労働が顕在化。本市の傾向と有給休暇、男性
の育児休業取得状況を伺う。
答	 時間外は若干増加したが一時的なもの。有給休
暇取得は平均７．８日、男性の育児休業はゼロ。
問 	ワークライフバランスを進める上で一人一人の
意識改革、周りの理解が必要である。職員への継続
的研修は。
答	 職員が知る
ことが大切であ
る。３月に全職
員を対象に行っ
たが、引き続き
継続的な研修を
開催する。

学校運営に今こそ危機管理を
問 	市長の教育行政に対しての、意気込みを伺う。
答	 教育の本質は人づくりであり、幼い頃に受けた
教育は、その人の一生に大きな影響を与えると考え
ている。その人づくりを支えるために、「学びの環
境モデル」藤枝となるよう、市長当局と教育委員会、
教育現場が密に連携し、共に藤枝の学びの環境を整
えること。次に、教職員が、現場で力を十分に発揮
してもらえるような環境づくりに向け、サポートを
進めること。さらに、地域や家庭との十分な連携に
より、大人も子どもも学び合う環境をつくり上げて
いくこと。この３つを柱に、市を挙げて総がかりで
教育に取り組む環境づくりを進めていきたいと考え
ている。
問 	子どもたちの見えない部分（ネット社会）の行
動への対策について伺う。
答	 昨今、小中学生においても、手軽にサイト上に
自分のプロフィールを紹介することができるネット
環境ができ、各校とも、子どもたちの刻々変化する
交友関係に追いつくための対応に苦慮している。こ

うした中、各学校では学校生活アンケートの実施や
日々の生活ノート等より、交友関係や本人の生活の
変化等を把握する取組をしている。またインター
ネットや携帯電話について、使用する上での指導を
生徒に行ったり、保護者に対しての講演会等を実施
している。

男女共同参画推進について

いる。会員の減少は参加団体の減が一番の原因。組
織拡大による自立、考え方の相違での脱退等が要因。

問 	男女が共に助け合い、互いの人権を尊重し、多
様な生き方を認め合い、明るくゆとりと安らぎのあ
る社会を目指すことが、男女共同参画社会だと思う。
　平成12年度からの男女共同参画モデル地区事業
は岡部地区を最後に終了した。成果を伺う。
答	 地域の課題をテーマに様々な啓発活動を実践し
たことで、意識が浸透し、性別による役割分担や従
来からの地域的習慣が見直されてきた。女性の町内
会長やＰＴＡ会長など、女性の躍進が見られる。
問 	地域を対象とした新たな事業の内容を伺う。
答	 モデル地区事業の後継事業として、市内全域で
男女共同参画地区推進員が啓発活動を行う。
問 	各種審議会等の女性参画率と本市の一般行政職
における女性管理職は何名か伺う。
答	 本市には46の審議会等があり、本年度の女性
参画率は29.1％。女性管理職は、現在４名である。
問 	拠点施設ぱりての活動状況と会員減少の原因は。
答	 民間による運営で、賛同する団体や個人で組織
する運営協議会が市民大学や講座等の事業を行って

市民クラブ

議員向島　春江

市民クラブ

議員岡村　好男

男女共同参画推進モデル地区事業

藤枝型新公共経営の進捗状況について
問 	「新公共経営」の職員の浸透度合について伺う。
答	 藤枝型新公共経営とは端的に言えば、「職員の
元気」と「市役所の情報発信」である。具体的には、
職員間の情報共有を飛躍的に高めた「幹部職員会
議」やスピーディな意思決定を可能にした「行政経
営会議」や、すぐ改善の「一人一改善運動」など様々
な改革に取り組んできた。その結果、市民のため本
当に必要な施策を常に考え、実行に移す職員が増え、
やりがいを
もって仕事
に取り組む
ことのでき
る市役所が
徐々に作ら
れてきたと
考えている。

自立・共生・躍動を掲げる高洲中学校体育祭にて
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政策実現のために、スペシャリストをどう育てるか
問 	主な仕事をずっと外部の専門業者に委託してき
たことと、目まぐるしく職員が替わることで、市民
から見て重要な分野で専門的能力を持った職員が
育っていないのではないか。
答	 本市は「スペシャル・ゼネラリスト」(誰にも
負けない能力を持ちながら何でもこなせる職員)を
育てるという方針のもと「職の公募制」で職員のチャ
レンジする志を大切にしつつ、適材適所を考えたい。
《原発・放射能問題の専門職員》
問 	昨年からのわが党
議員への答弁を見ると、
この分野の専門職員は
不在と言わざるを得な
いがどうか。
答	 危機管理課内に原
子力対策係を設け、本
人の希望もいれて育て
ようとしている。
問 	複数の職員が必要

いじめ問題対策と藤枝式道徳教育の推進について
問 	いじめ問題を市はどうとらえているのか伺う。
答	 本市ではいじめの状況の有無等について、各学
校からの定期的な報告により把握しており、認知さ
れた件数は減少している。
問 	家庭での道徳教育を市はどう考えるか伺う。
答	 現在、市内すべての小学１年生の保護者を対象
に家庭教育学級を開設し子育ての知識を学んでも
らっているが、親学講座や思春期講座等も開催し、
家庭教育支援の推進を図っている。
問 	地域での道徳教育への今後の対応を伺う。
答	 地域の指導者発掘や人材育成に取り組むととも
に、学校支援地域本部における各種事業や放課後子
ども教室などを積極的に実施し、地域における教育
力の向上を図っていく。

だ。すでに決まった者がいるなら、チェルノブイリ
や原発の廃炉が進むドイツ、福島などへ派遣したら
どうか。また市内で放射線を測りたいという要望が
あれば、線量計を持って市民と一緒に測るなど、実
際に役立つことをしたらどうか。
答	 チェルノブイリへ派遣することも大切かもしれ
ないが、それは国がやるべきことと考える。
《地域経済の専門職員》
問 	成果が乏しいのは、交代が激しいからでは？
答	 地域経済は市の活力の基本。重要な分野として、
特に優れた人材を配置する必要を強く感じている。
《図書館運営の専門職員》
問 	他市の図書館を見てきたが、館長３館兼務、専
門職の配置などに、問題があるのではないか。
答	「本市の知の拠点」として、改善していきたい。

農業振興対策と子育てを促進するグリーン･ツーリズムについて
問 	農業振興施策の方向性と今後の展開を伺う。
答	 付加価値の高い農産物の導入、生産の効率化を
図る基盤整備、地域集団営農への取り組み、６次産

業化の促進など各地域の実情と特徴を勘案し複合的
施策として展開していく。
問 	農商工連携の６次産業化の進捗状況を伺う。
答	 昨年度「農商工連携・６次産業化推進ネットワー
ク」を設立し、４件の商品開発プロジェクトを認定
し、その内本年７月までに３件が商品化された。今
後、様々な面でのサポートにより商品の定着化、特
産品化を図っていく。
問 	子育てを促進する農業体験とグリーンツーリズ
ムについて伺う。
答	 昨年発足した「藤の里グリーン・ツーリズム推
進連絡会」が主体となり、より充実した「農業体験
グリーン・ツーリズム」に向け、さらなる取り組み
を進めていく。

日本共産党

議員大石　信生

市民クラブ

議員天野　正孝

白ふじの里アーモンド祭り

中電以外からの電気の調達に踏み切るべきではないか
問 	電力自由化の時代を切りひらき、原発に固執す
る大手電力会社の横暴を許さない市民の願いに応え
るためにも、特定規模電気事業者(ＰＰＳ)の電気を
買うようにしていくのがよいのではないか。
答	 エリア内にＰＰＳ事業者は14社あり、内２社
から供給可能との回答がある。市の一部の施設から
モデル的に導入を検討していきたい。

市が所有している線量計
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学童保育について
《放課後子どもプランの取り組みと方向性》
問 	本市における学童保育の考え方について。
答	 教育日本一を目指す本市において大切な目標で
あり、「放課後子ども教室」と「放課後児童クラブ」
共に積極的に推進している。相違点・共通点それぞ
れにあるが、安全・安心で学びのための心地よい環
境づくりという重要な観点から、スポーツ・文化活
動などの連携を推進し、子どもたちの健全育成の発
展に努めていく。
《放課後児童クラブの現状と課題について》
問 	放課後児童クラブの現状について。
答	 現在市内の小学校区に、18の放課後児童クラ
ブを公設民営で開設している。定員は各児童クラブ
の規模に応じて20から70名であり、各クラブ運営
委員会が入所要件について、基準に基づき厳正に書
類審査を実施し、入所決定をしている。付帯設備に
おいては、各クラブ間の格差が無いよう十分に配慮
している。指導員については、労務管理を委託して
いる社会福祉協議会の就業規則に沿った待遇となっ

ており、各クラブへの配置人数は、ガイドラインを
上回る２人から７人となっている。
問 	今後の課題は何か。
答	 ５月現在、待機児童が28名あり、今後もこの
傾向が続くものと考えられ、定員枠の拡大を検討し
ていく必要がある。
《放課後子ども教室の現状と課題について》
問 	放課後子ども教室の現状について。
答	 子どもの受け入れは、事業を委託している育成
団体により募集が行われ、現在７教室が開設され、
今後更なる増加を目指している。
問 	今後の課題は何か。
答	 指導者をいかに見出していくかが課題である。
問 	学校・家庭・地域の連携による教育支援ついて。
答	 学校では、クラブに対して教室や専用施設の提
供、募集資料の配布や会場の提供など様々な支援が
行われ、家庭で
は、長期休暇な
どに行事の運営
や親子で参加す
る事業への協力、
地域では、遊び
の場・学びの場
づくりに地元の
支援を頂いてい
る。

藤　新　会

議員臼井　郁夫

大地震とゲリラ豪雨に対する防災対策について
問 	防災倉庫や発電機、資機材の充実は。
答	 防災倉庫は66箇所を配置、発電機は現在113
機を配備、簡易トイレは1,240セットを配置したほ
か、着替えのできる間仕切りやテントを配備した。	
問 	瀬戸川・朝比奈川・栃山川等の河川改修は。
答	 県との連携を深め、治水・防災等を充実する。
問 	地域防災リーダーの養成と活性化は。
答	 引き続き、地域防災指導員養成講習会を開催し
着実に育て、自主防災会の活性化を図る。
問 	各種団体との協定の締結について。
答	 中部５市２町で災害時の相互応援に関する協定
を締結、事業者による避難場所の提供等がある。	
問 	災害時要援護者への対策は。
答	 民生委員・児童委員や自主防災会などの関係機
関と協議し、支援体制を構築している。
問 	医療救護体制の強化は。
答	 志太医師会、藤枝歯科医師会、県薬剤師会藤枝
支部と災害時の医療救護活動に関する協定を締結し
ている。医療救護体制をより実践的なものにしてい

活力ある街づくりについて
問 	効果的な土地利用について。　
答	 新東名ＩＣ周辺は、関係機関と連携・調整を図
りながら検討していく。幹線道路についても、効果
的な開発の促進を図りたい。
問 	公共工事・物品調達等の地元事業者の活用は。
答	 地域の活性化や中小零細企業の育成に一層役立
てるよう努めていく。　
問 	藤枝市特産物のPRは。
答	 お茶とスイーツを絡めたイベントやお茶の効用
についての講演会を予定している。

くため、具体的な対応について協議を進めている。	
問 	「住民参加型防災マップ」の作成支援は。
答	 費用については、「自主防災会活性化事業補助
金｣ を活用していただくほか、地域防災指導員が行
う災害図上訓練DIGの作成支援等をしている。
問 	消火器や火災警報器の設置・啓蒙活動は。
答	 火災警報器は、
消防団による設置促
進組織を設立し、自
主防災会等と連携し、
促進策を検討してい
く。消火器は重要性
を周知し、防火の基
本をＰＲしていく。

藤枝小の放課後児童クラブ

藤枝市総合防災訓練

藤　新　会

議員遠藤　　孝



編
集
後
記

16

　

市
議
会
だ
よ
り
を
ご
覧
い
た
だ
き
ま

し
て
、
誠
に
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま
す
。

　

今
年
度
は
議
会
だ
よ
り
の
充
実
と
と

も
に
、
11
月
議
会
か
ら
、
議
会
中
継
の

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
配
信
を
開
始
し
ま
す
。

　

ま
た
、
市
内
３
ヶ
所
で
議
会
タ
ウ
ン

ミ
ィ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
開
催
し
９
月
定
例

会
の
報
告
を
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と

思
い
ま
す
。
市
議
会
だ
よ
り
に
関
し
ま

し
て
は
、
今
後
も
市
民
の
皆
様
に
わ
か

り
や
す
く
議
会
の
情
報
を
発
信
し
て
ま

い
り
ま
す
の
で
、
皆
様
の
ご
意
見
を
お

寄
せ
く
だ
さ
い
ま
す
よ
う
、
お
願
い
申

し
上
げ
ま
す
。

副
委
員
長　

小
林　

和
彦

　

９
月
定
例
会
で
は
、
平
成
23
年
度
の

決
算
及
び
平
成
24
年
度
の
補
正
予
算
な

ど
を
各
常
任
委
員
会
等
に
於
い
て
、
審

査
を
行
い
、
本
会
議
に
て
認
定
・
可
決

い
た
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
決
算
特
別
委
員
会
で
は
主
要

事
業
を
中
心
に
評
価
を
行
い
、
25
年
度

予
算
に
反
映
す
る
よ
う
提
言
を
行
っ
た

と
こ
ろ
で
あ
り
ま
す
。

　

各
議
員
は
市
民
の
代
表
と
し
て
身
を

引
き
締
め
、「
安
全
・
安
心
な
ま
ち
づ
く

り
」
に
誠
心
誠
意
取
り
組
み
ま
す
の
で
、

今
後
と
も
ご
指
導
の
ほ
ど
、
よ
ろ
し
く

お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。委

員　

遠
藤　

孝

　

11
月
市
議
会
定
例
会
は
、
11
月
20
日
か
ら

12
月
17
日
ま
で
の
28
日
間
の
会
期
で
開
か
れ

る
予
定
で
す
。

11
月
20
日　

本
会
議
１
日
目

議
案
上
程

　
　

30
日　

本
会
議
２
日
目

一
般
質
問

12
月
３
日　

本
会
議
３
日
目

一
般
質
問

４
日　

本
会
議
４
日
目

一
般
質
問
・
議
案
質
疑

５
日　

現
地
審
査

６
日　

常
任
委
員
会

７
日　

常
任
委
員
会

17
日　

本
会
議
５
日
目

採　

決

　

議
会
は
、
ど
な
た
で
も
傍
聴
す
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。
皆
様
の
生
活
に
直
結
し
た
重
要

な
問
題
が
審
議
さ
れ
ま
す
。
お
気
軽
に
お
越

し
く
だ
さ
い
。

　

本
会
議
の
当
日
、
市
庁
舎
５
階
の
傍
聴
席

入
口
で
受
付
し
て
い
ま
す
。
受
付
は
、
ご
住

所
と
お
名
前
を
記
入
す
る
だ
け
で
す
。

問
い
合
わ
せ

　
【
議
会
事
務
局
】

　
　
　
　
　
　

電
話
６
４
３—

３
５
５
２

常
任
委
員
会
等
の
所
管
事
務
調
査

議
会
運
営
委
員
会
・
各
常
任
委
員
会
は
、
先
進
都
市
等
の
視
察
を
お
こ
な
っ
て
い
ま
す
。

平成24年8月22日～ 23日
◦秋田県横手市
協働のまちづくり（地域づくり協議会・
元気の出る地域づくり事業）について
◦秋田県秋田市
トップスポーツクラブを通じたシティ
プロモーションによる地域活性化（ス
ポーツホームタウン構想推進事業）に
ついて

総務消防委員会

平成24年8月21日～ 22日
◦長野県佐久市
佐久総合病院の経営等について

◦千葉県船橋市
船橋市立医療センターの経営等につい
て

健康福祉委員会

平成24年8月8日～ 10日
◦福岡県太宰府市
景観まちづくりの取り組みについて

◦福岡県北九州市
教育日本一に向けた取り組みについて

◦長崎県佐世保市
商店街活性化の取り組みについて

文教建設経済委員会

平成24年7月26日～ 27日
◦新潟県上越市
議会活性化への取り組みについて
◦長野県松本市
議会活性化への取り組みについて

議会運営委員会

11
月
市
議
会
定
例
会

議
会
を傍
聴
し
ま
せ
ん
か


